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Open Campus
～財務総研の研究・交流活動紹介～

財務総合政策研究所（以下、「財務総研」）では、職
員が、大学等の研究者の方々と共同で研究を行い、そ
の成果を論文として発表しています。

今月のPRI Open Campusでは、筆者が早稲田大学
政治経済学術院の別所俊一郎教授と共同で実施した研
究について、どのような学術的背景があるのか、どの
ような問題意識に基づく研究なのか、どのような貢献
があるのか、といったことを、分かりやすくご紹介し
ます。

なお、本稿の内容は全て筆者の個人的見解であり、
財務省および財務総合政策研究所の公式見解を示すも
のではありません。

１．はじめに
１ .１　公的医療保険制度の概要

日本では、1961年に導入された国民皆保険制度に
より、ほぼ全ての国民が公的医療保険に加入してい
る。この公的医療保険は入院・外来・調剤を包括的に
カバーしており、患者が窓口で支払う負担が低く抑え
られているため、コストを抑制するインセンティブが
生じにくい構造となっている。このため、医療技術の
進歩や高齢化の進展により、医療費は年々増加してお
り、制度全体の財政の持続可能性が危ぶまれていると
ころである。

公的医療保険制度の設計において、「どの世代に、
どれだけの負担を求めるべきか」という議論は常に重
要であり、こうした議論を行う上では、自己負担の効
果、具体的には、自己負担割合の引き上げが医療費に

＊1） 70～74歳の高齢者の自己負担割合については、2006年の法改正により、2008年4月から2割に引き上げられることとされていたところ、特例措置
により2008年以降も1割で据え置かれていたが、2014年4月から特例措置が解除された。

与える影響を分析することが不可欠である。一見する
と、単純に自己負担割合が異なるグループを比較すれ
ば、その影響が分かりそうに思える。例えば50歳の
グループと80歳のグループの医療費を比べたとき、
80歳のグループの方が、医療費が多いことが分かっ
たとしよう。確かに、両グループの自己負担割合は前
者が3割、後者が1割と異なっている。しかし、年齢
が違えば健康状態や就業状態も異なり、医療費には、
こうした差異が強く影響していると考えられるため、
単に「自己負担割合が低いから医療機関に多く行って
いる（医療費が多い）」とは言い切れない。自己負担
割合の引き上げが与える影響を明らかにするには、自
己負担割合「のみ」が異なり、それ以外の条件が同一
のグループを比較する必要がある。そこで、筆者らが
着目した2014年の制度変更を紹介したい。

１ .２　2014年の制度変更の内容
医療費の高騰を背景に、近年、高齢者の自己負担の

引き上げが進められている。その改革のうちの1つが、
2014年4月から実施された70～74歳の高齢者の自己
負担割合の引き上げである。

2014年3月以前は、70歳以上の高齢者の自己負担
割合は原則として1割であったが、2014年4月以降
に70歳に達した者、つまり1944年4月以降に生まれ
た者については、70～74歳の自己負担割合が2割に
引き上げられた＊1。一方で、不利益変更を避けるため、
2014年4月の時点で70～74歳に達している者であっ
ても、1944年3月以前に生まれた者については、1
割負担に据え置かれた。また、75歳以降は、生年月
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に関わらず、原則として1割負担とされた＊2（表1）。
つまり、1944年4月を基準として、その直前と直後
に生まれたグループは、年齢や健康状態、就業状態が
平均的にはほぼ同一であり、自己負担割合「のみ」が
異なると考えられる。また、生年月は外生的（自身が
どちらのグループに含まれるかを恣意的に選択するこ
とが困難）であり、ランダムに近いグループ分けに
なっていると想定できる。そこで、本研究では、この
制度改正に着目し、自己負担割合の引き上げに対する
人々の動学的な反応を実証的に分析することとした。

２．研究内容
２ .１　使用データ

本研究に用いるデータは慶應義塾大学パネルデータ
設計・解析センター「日本家計パネル調査（JHPS）」

（以下、慶應パネル）の個票データである。本データ
からは、調査対象の各個人について、1年間の自己負
担の総額しか分からないため、この金額を自己負担割
合で除して、（自己負担と保険給付を足し合わせた10
割分の）医療費を推計する作業を行った。また、現役
並み所得者（70歳以上であっても3割負担が適用さ
れる）、高額療養費制度の利用者（月間の自己負担額
が上限に達しており、それ以上負担額が増えない）、
生活保護受給者（自己負担がゼロ）といった、標準的
な自己負担割合が適用されない者については、注意深
く除外した上で分析を行っており、先行研究よりも精
緻な標本になっている。

２ .２　識別戦略
本研究では、Komura and Bessho（2025）にならい、

＊2） なお、2022年10月より、75歳以上の高齢者で一定の所得がある者については、2割負担となった。
＊3） 田中（2015）p.216

70歳・75歳での負担割合の変化を利用した差の差推定
（age difference-in-difference（年齢DID））を行った。

差の差推定とは、「時間を通じた変化（差）が、政
策導入の有無によって異なる（差がある）かを見るこ
とで、政策の効果を調べる方法」である＊3。本研究にお
ける差の差推定のイメージを図1に示している。70～
74歳の自己負担割合のみが異なる2つのグループ（対
照群と処置群）において、70歳になると自己負担割合
が3割からそれぞれ2割・1割に下がるため、医療費の
変化（差）が見られる。さらにその差が、2割と1割の
グループでどれだけ異なるかを見ることで、政策導入
の効果だけを取り出して分析することができる。

実際に、慶應パネルを使用して、各年齢での医療受
診の有無と医療費の平均値を、1944年3月以前生ま
れ（対照群）と4月以降生まれ（処置群）のそれぞれ
についてプロットしたものを図2、図3に示す。

図2の医療受診の有無とは、「あなたは、昨年1年
間に、病気やけがの治療のために費用をかけましたか

（≒医療機関を受診しましたか）」という質問に対して
「あり」と答えた者を1、「なし」と答えた者を0とし
て、年齢ごとに平均値を取ったものである。図2を見
ると、医療受診の有無は全体として右肩上がりに推移
している。自己負担割合は対照群では70歳、処置群
では70歳と75歳で低下しているが、それぞれの年齢
でのトレンドの変化等は見られない。

図3の医療費も全体として右肩上がりであり、対照
群の医療費は自己負担割合が1割に下がった70歳以降
大幅に増加し、72歳でピークを迎えたのち安定して推
移している一方、処置群の医療費は、自己負担割合が
2割に下がった70歳から71歳にかけて増加している
が、その増加幅は対照群ほどではない。また、処置群

表1　医療費の自己負担割合（一般所得者）

70歳未満 70～74歳 75歳以上1944年3月以前生まれ 1944年4月以降生まれ
負担 月額 負担 月額 負担 月額 負担 月額
割合 上限 割合 上限 割合 上限 割合 上限

2008年4月 30%

（注1）

10% ￥44,000 （注2） - - 10% ￥44,000 （注2）
2014年4月 30% 10% ￥44,000 （注2） 20% ￥44,000 （注2） 10% ￥44,000 （注2）
2017年8月 30% 10% ￥57,600 （注2,3） 20% ￥57,600 （注2,3） 10% ￥57,600 （注2,3）
2018年8月 30% 10% ￥57,600 （注2,3） 20% ￥57,600 （注2,3） 10% ￥57,600 （注2,3）
（注1）所得区分により異なる。例えば、標準報酬月額28～50万円の場合、80,100円＋（総医療費－267,000円）×1%となっている。
（注2）外来について、個人ごとに、12,000円（2017年7月まで）、14,000円（2018年7月まで）、18,000円（2018年8月から）の各月の上限が設定されている。
（注3）過去12か月に3回以上上限額に達した場合は、4回目から上限額が44,000円となる。
（出所）古村ほか（2020）
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について、自己負担割合が1割に低下した75歳では大
きな変化は見られないが、76歳で大きなジャンプが見
られる。これらの結果は、自己負担割合の引き上げが
医療費を抑制することを示唆するものと言える。

図2　標本統計：平均値の推移（医療受診の有無）
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図1 標本統計：平均値の推移 
A. 医療受診の有無 B. 医療費（実数，千円） 

 

（出所）日本家計パネル調査（JHPS）より筆者作成 
 

IV. 識別戦略 

 
本稿で用いる識別戦略は，Komura and Bessho (2025) に従い，70歳・75歳での自己負担割合の変化

の差を用いた差の差 (age difference-in-difference) 推定である7．前述したように，2014年4月の制度改

正により，1944年4月以降に生まれた処置群の70歳から74歳までの自己負担割合は2割である一方，

1944年3月以前に生まれた対照群の同年齢での自己負担割合は1割である．1944年4月を基準としてそ

の前に生まれた対照群とその直後に生まれた処置群の健康状態などの他の条件が平均的に同じであ

れば，70歳から74歳の自己負担割合のみが異なる2グループを比較することで自己負担割合の影響を

検討できる．生年月は選択不可能であるから標本選択の問題は小さいと考えられ，政策の発表から

実施までの時間が短いことを考慮すると，グループ分けはランダムに近いと想定できる． 
回帰式は以下の通りである． 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝜏𝜏𝑖𝑖 + ∑ 𝛽𝛽𝑖𝑖𝐷𝐷𝑖𝑖𝑇𝑇𝑖𝑖

77

𝑖𝑖=65
+ 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 (1) 

ここで，𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖は個人𝑖𝑖の𝑎𝑎歳時の医療費支出などの結果変数，𝛼𝛼𝑖𝑖は個人𝑖𝑖の固定効果，𝜏𝜏𝑖𝑖は調査時年齢𝑎𝑎の
固定効果，𝐷𝐷𝑖𝑖は処置群を表すダミー，𝑇𝑇𝑖𝑖は年齢𝑎𝑎を表すダミー，𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖は誤差項を表す．𝛽𝛽𝑖𝑖が推定すべき

パラメタで，𝛽𝛽69 = 0に基準化している． 
結果変数として以下を用いる．第1は医療費の対数値である．これは，先述したように，回答者が

申告した自己負担額を自己負担割合で割り戻したものの対数を取ったものである．第2は医療費以外

の医療サービス利用を表す変数であり，医療受診ダミー，通院ダミー，入院ダミーである．医療受診

 
7 1944 年 4 月を閾値として自己負担割合が非連続的に変化するので，生まれ月を running variable とする回帰非連続

デザインや非連続の差推定（difference-in-discontinuity）を利用可能であると考えられるかもしれない．前述したよう

に，本稿のデータは毎年 1 月に収集されたものであり，閾値周りのコーホートについて自己負担割合を推計している

ので，これらの推定方法は利用できない． 

（出所）日本家計パネル調査（JHPS）より筆者作成

図3　標本統計：平均値の推移（医療費（千円））
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図1 標本統計：平均値の推移 
A. 医療受診の有無 B. 医療費（実数，千円） 

 

（出所）日本家計パネル調査（JHPS）より筆者作成 
 

IV. 識別戦略 

 
本稿で用いる識別戦略は，Komura and Bessho (2025) に従い，70歳・75歳での自己負担割合の変化
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正により，1944年4月以降に生まれた処置群の70歳から74歳までの自己負担割合は2割である一方，
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の前に生まれた対照群とその直後に生まれた処置群の健康状態などの他の条件が平均的に同じであ

れば，70歳から74歳の自己負担割合のみが異なる2グループを比較することで自己負担割合の影響を

検討できる．生年月は選択不可能であるから標本選択の問題は小さいと考えられ，政策の発表から

実施までの時間が短いことを考慮すると，グループ分けはランダムに近いと想定できる． 
回帰式は以下の通りである． 

𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝜏𝜏𝑖𝑖 + ∑ 𝛽𝛽𝑖𝑖𝐷𝐷𝑖𝑖𝑇𝑇𝑖𝑖

77

𝑖𝑖=65
+ 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖 (1) 

ここで，𝑌𝑌𝑖𝑖𝑖𝑖は個人𝑖𝑖の𝑎𝑎歳時の医療費支出などの結果変数，𝛼𝛼𝑖𝑖は個人𝑖𝑖の固定効果，𝜏𝜏𝑖𝑖は調査時年齢𝑎𝑎の
固定効果，𝐷𝐷𝑖𝑖は処置群を表すダミー，𝑇𝑇𝑖𝑖は年齢𝑎𝑎を表すダミー，𝜀𝜀𝑖𝑖𝑖𝑖は誤差項を表す．𝛽𝛽𝑖𝑖が推定すべき

パラメタで，𝛽𝛽69 = 0に基準化している． 
結果変数として以下を用いる．第1は医療費の対数値である．これは，先述したように，回答者が

申告した自己負担額を自己負担割合で割り戻したものの対数を取ったものである．第2は医療費以外

の医療サービス利用を表す変数であり，医療受診ダミー，通院ダミー，入院ダミーである．医療受診

 
7 1944 年 4 月を閾値として自己負担割合が非連続的に変化するので，生まれ月を running variable とする回帰非連続

デザインや非連続の差推定（difference-in-discontinuity）を利用可能であると考えられるかもしれない．前述したよう

に，本稿のデータは毎年 1 月に収集されたものであり，閾値周りのコーホートについて自己負担割合を推計している

ので，これらの推定方法は利用できない． 

（出所）日本家計パネル調査（JHPS）より筆者作成

２ .３　研究結果
２ .３ .１　医療費への影響

それでは、研究結果について見ていく。図4は、処
置群の医療費（対数）が対照群のそれに比べてどれほ
ど異なるか（縦軸）を、65～77歳の年齢（横軸）ご
とにプロットしたものである。点（点推定値）と上下
に伸びた棒（信頼区間）がゼロよりも下に位置してい
ると、処置群（70～74歳の自己負担割合が2割）は、

図1　差の差推定のイメージ

1

医療費

調査時年齢70歳 75歳

1944年3月以前生まれ（対照群）
1944年4月以降生まれ（処置群）

どちらも3割

1割

2割

どちらも1割

政策導入の
有無による差

時間を通じた
変化

（出所）筆者作成
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対照群（70～74歳の自己負担割合が1割）に比べて、
医療費を抑制しているということを示している。図4
を見ると、70～74歳の区間において点はゼロ付近を
推移しており、2つのグループに、医療費の差はない
ことを意味している。これは先行研究の結果とは非整
合的な結果である。

図4　医療費（対数）の回帰分析結果（医療費支出がない者も含む）

（出所）日本家計パネル調査（JHPS）より筆者作成

一方、「あなたは、昨年1年間に、病気やけがの治
療のために費用をかけましたか」という質問に対して

「あり」と答えた者、つまり実際に医療機関に行った
者だけに限定して同様の分析を行った結果が図5であ
る。69歳まではゼロ付近を推移し、70歳からマイナ
スの値に転じ、71～75歳の間は統計的に有意にマイ
ナスの値となり（信頼区間がゼロを跨いでいない）、
76歳以降はまたゼロ付近に戻っている。このことは、
医療機関を受診した者に限定すると、71～75歳の期
間に、自己負担割合が2割の処置群は、1割の対照群
に比べて医療費が抑制されていることを示している。
これら2つの結果を踏まえると、自己負担割合の引き
上げは、医療機関に行くか行かないか（extensive 
margin）には影響しないが、医療機関に行った際の
医療費（intensive margin）には、一定の影響がある
ものと解釈できる。

また、本研究の特徴として、医療費への影響を、自
己負担割合に変化がある70～74歳を中心に、その前
後も含め合計13年間にわたって長期的に追跡してい
る点がある。自己負担割合の変化の影響を分析した
Shigeoka（2014）やFukushima et al（2016）等の

＊4） 「ふだんのあなたの健康状態はどうですか」という質問。5つの選択肢（「よい」「まあよい」「ふつう」「あまりよくない」「よくない」）から1つを選択し
て回答する。

先行研究は、70歳時点で自己負担割合が3割から1割
に非連続的に下がることに着目した回帰不連続デザイ
ン（RDD）を用いて、70歳になるちょうどそのタイ
ミングでの変化を分析しているが、この手法では制度
変更の長期的な影響を分析できない。

しかし、年齢DIDを用いたKomura and Bessho
（2025）や本研究ではそれが可能である。そこで、自
己負担割合引き上げの長期的な影響を見ると、負担割
合が変化する70歳では、医療費の大きな減少は見ら
れず、徐々に減少して72歳時点で最も大きく減少し、
その後は負担割合に差がなくなった後の75歳まで大
きく変動していない。この結果は、高齢者が自己負担
割合の変化に対して、直ちに認識して行動を変化させ
るのではなく、時間の経過とともに行動を変える可能
性を示唆している。さらに、自己負担割合に差がない
75歳時点でも、処置群と対照群に医療費の差がある
という結果は、Komura and Bessho（2025）とも整
合的である。

２ .３ .２　健康への影響
では、この医療費の抑制は、健康にどういった影響

をもたらすのだろうか。医療費の抑制が、過剰な医療
サービスの利用を止めた結果であれば望ましい変化と
言えるが、必要なサービスまで仕方なく減らした結果
として、医療費が抑制されたのであれば、それは問題
である。慶應パネルには、主観的な健康状態＊4 や喫
煙・飲酒・運動の状況を尋ねる項目があるため、それ
らへの影響を分析した。その結果、自己負担割合の変

図5　医療費（対数）の回帰分析結果（医療費支出がある者のみ）

（出所）日本家計パネル調査（JHPS）より筆者作成
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化と健康状態や健康行動にはほぼ相関がないことが分
かり、医療費の抑制は、必要性の高い医療サービスの
利用まで抑制したものではないことが示唆された。

２ .３ .３　社会経済的状況による異質性
次に、社会経済的状況による異質性を検証する。例

えば、経済的にゆとりのある人は、自己負担割合が上
がっても気にせず受診する一方で、ゆとりのない人
は、負担割合の増加に敏感に反応し、受診を控える可
能性がある。こうした異質性を検証するために、慶應
パネルの調査対象者を社会経済的状況が良いグループ
と悪いグループに分け、それぞれのグループごとに、
先程と同様の推定を行った。

まず、過去1年間の医療費支出がない者も含めて推
定を行ったところ、グループ間で明確な違いは見られ
なかった。次に、過去1年間の医療費支出が「あり」
と回答した者に限定して推定した結果を、図6に示し
ている。これを見ると、社会経済的状況が悪いグルー
プの方が良いグループよりもやや強く医療費を抑える
傾向がうかがえる。その差は、統計的に有意であると
までは言えないものの、社会経済的状況が悪いグルー
プほど、自己負担割合の引き上げに反応しやすい可能
性があることには、留意が必要である。

図6　 社会経済的状況による異質性：医療費（対数、医療費支出が
ある者のみ）

（出所）日本家計パネル調査（JHPS）より筆者作成

３ .おわりに
本研究では、自己負担割合の引き上げが医療費や健

康状態等に与える影響を長期的に観察し、その異質性
について分析を行った。具体的には、2014年4月に
実施された制度変更によって、70～74歳の高齢者の

自己負担割合が1割から2割に引き上げられたことを
利用して、個人レベルのパネルデータを用いた差の差
推定（年齢DID）を行った。

本研究の結果は以下のようにまとめられる。第1に、
自己負担割合の引き上げは、医療費を抑制する効果を
持つ。第2に、この効果は受診の有無よりも、医療機
関を受診した者に限った場合の医療費の減少に現れ
る。第3に、この効果は負担割合の変化直後には顕現
しない。第4に、自己負担割合の引き上げは、健康状
態や健康行動には、有意な影響を与えない。第5に、
医療費への影響は、社会経済的状況には大きくは依存
しない。

もちろん、本研究には今後の課題も残されている。
例えば、本研究では、健康状態の指標として主観的健
康状態を用いたが、客観的な健康指標は考慮していな
い。主観的指標に加え、BMI、血糖値、死亡率等の客
観的指標を用いた分析を行うことで、自己負担割合の
引き上げが健康に与える影響をより正確に評価するこ
とができるだろう。また、本研究では高額療養費制度
の利用者を分析対象から除外しているが、同制度の利
用者は、本研究の分析対象よりも、医療ニーズの高い
人々であると考えられる。こうした人々では、自己負
担割合の引き上げに対する反応も異なり得ることか
ら、本研究の分析結果を単純に敷衍することはできな
い点には、留意が必要であろう。
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PRI Open Campus ～財務総研の研究・交流活動紹介～　45

財務総合政策研究所
POLICY RESEARCH INSTITUTE, Ministry Of Finance, JAPAN

過去の「PRI Open Campus」については、 
財務総合政策研究所ホームページに掲載しています。
https://www.mof.go.jp/pri/research/special_report/index.html

今回の研究を始めるに当たり、1つの大きなご縁がありました。早稲田大学政治経済学術院の別所俊一郎教授と
の出会いです。元々は、筆者の財政経済理論研修（以下、論研。研修の詳細は『ファイナンス』令和5年1月号の
「PRI Open Campus」をご覧ください。）における指導教官を引き受けていただいたのが始まりで、論研では、
別所先生の論文（Komura and Bessho, 2022）を先行研究と位置付けた研究を行い、経済学の初歩的な質問か
ら、研究の方向性に関する相談まで、大変親身にご指導いただきました。そして、論研の終了後には、論研で執
筆した論文を発展させ、共著論文として執筆を進める機会をいただき、現在に至っています。
別所先生は2003～2006年に研究官、2017～2019年に総括主任研究官として財務総研に在籍されていたこ

ともあり、研究の合間には在籍当時の思い出等もお聞かせいただきました。また、先生のゼミ生向けに、私の出
向元の会社説明会を開かせていただく機会もあり、研究以外の場面でも多くのご配慮をいただきました。
本研究については、別所先生のご紹介により、一橋大学で行われた「共同利用・共同研究拠点プロジェクト　

大規模ミクロデータを用いた健康・医療政策評価に関する研究集会」や、広島大学で行われた「官学連携セミ
ナー」（広島大学と財務総研の共催セミナー）でも発表の機会をいただき、多くの先生方から有益なコメントをい
ただいたことで、研究内容がより一層深まったと実感しています。
現在は、この研究成果を英語論文としてまとめ、学術雑誌への投稿に向けた準備を進めているところで、今年9

月の日本経済学会秋季大会（弘前大学）でも報告を予定しています。

【プロフィール】

早稲田大学政治経済学術院教授／財務総合政策研究所特別研究官 
別所  俊一郎（写真右）
専門は財政論。博士（経済学、東京大学）。株式会社日本総合研究所、
一橋大学、慶應義塾大学、財務省、東京大学を経て現職。

財務総合政策研究所総務研究部研究員 
西田  安紗（写真左）
2021年に明治安田生命保険相互会社へ入社。山口支社や明治安田総
合研究所での業務を経て、2023年より現職。

【コラム】論研論文から共著論文へ
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